








Abuse of the Right of Access to Administrative Information 
 































































































 この判決に対してＸは控訴したが、控訴審である名古屋高判平成 25年 10月 30日平成
25年(行コ)48号は、ほぼ同旨の判断を下し、Ｘの控訴を棄却した（確定）。 
 












































  ③ 情報公開に要した負担や費用を適切に開示請求者に負担させること 
 現在の多くの行政機関において、情報公開請求自体は無償であるとされていることが、
本件のような膨大な情報公開請求を事実上誘発している側面があることは否定できない。
従って、情報公開に要する全ての費用を請求者に負担させる必要まではないものの、特定
の職員が事実上当該業務のみにかかりきりとならざるを得ないような膨大な量の情報公開
請求に対しては、かかる業務負担に適切に対応する費用負担を、請求者に課すことも必要
であるように思われる。 
 
 以上で述べた情報公開請求権の濫用に対する法律上の対処は、本件のような事態に対し
て相当程度抑止効果を発揮することが期待できるが、同時に、本来濫用に当たらない情報
公開請求に対して、行政側からの不当な圧力手段として機能してしまうおそれも理論上否
定できない。従って、今後の課題として、情報公開請求の濫用事案における請求の不当性、
違法性の根源を改めて検証し、どのような要件の下でかかる法律上の対処を発動できるも
のとすべきかについて、理論上の観点と実務上の観点との双方から、議論を重ねていくこ
とが必要であると考える次第である。 
